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判示事項
　船舶先取特権の成立にかかる準拠法については、物権準拠法と被担保債権準拠
法を累積適用するのが相当であり、船舶先取特権の物権準拠法については、法の
適用に関する通則法13条 2 項の明文との整合性を踏まえ、原因事実完成時の船舶
の所在地法によるべきである。
Ⅰ　事実の概要
　平成23年12月16日当時、本件船舶（パナマ船籍。以下「P 号」という。）は、所有
者である原告 X（英領バージン諸島法人）から定期傭船していた B より A（大韓民
国法人）に再傭船されており、同日、A は被告 Y（大韓民国法人）に対して燃料
油の注文を行った。そして、平成23年12月20日、P 号はシンガポール港において
給油を受けた。その後、平成24年12月14日、P 号が茨城県鹿島港沖合に停泊して
いた際、Y が本件給油代金債権を被担保債権とする船舶先取特権の実行として P
号の競売を水戸地方裁判所に申し立て、競売手続開始決定がなされたところ、本
件船舶先取特権は成立していないとして、X が Y に対し、本件船舶先取特権が
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存在しないことの確認を求めた。その中で船舶先取特権の成立にかかる準拠法に
関して、X は、物権準拠法と被担保債権準拠法が累積適用されるべきとした上
で、その物権準拠法につき法の適用に関する通則法（以下、「通則法」という。）13
条 2 項の文言との適合などを理由に原因事実完成時の船舶所在地法を、また同条
1 項の文言との合致などを理由に競売等の手続きが申し立てられた時点の船舶所
在地法としての法廷地法を主張した。他方、Y は、被担保債権準拠法との累積
適用をすべきではないとした上で、船舶に関する物権も通則法13条 1 項に含ま
れ、連結点は船舶の観念的な所在地である旗国と解するのが相当だとして旗国法
を主張した。
　本件の具体的な争点は、以下の 5 点である。
（ 1 ）船舶先取特権の成立の準拠法について、物権準拠法と被担保債権準拠法を
累積適用すべきか
（ 2 ）物権準拠法の特定について、いかなる連結点を採用するか
（ 3 ）物権準拠法につき法廷地法説が採られる場合、A に商法704条が適用ない
しは類推適用されるか
（ 4 ）被担保債権準拠法における準拠法選択の実質的有効要件について
（ 5 ）被担保債権準拠法が米国法となった場合、米国実質法上、本件において船
舶先取特権は成立するか
Ⅱ　判決要旨
請求認容
　船舶先取特権の成立にかかる準拠法について、裁判所は以下のように判示し、
原告の請求を認容した。なお、争点（ 3 ）について裁判所は判断を示しておら
ず、争点（ 4 ）および（ 5 ）については省略する。
1 ．争点（ 1 ）について
　「船舶先取特権は、法定担保物権であり、特定の債権を担保するために法律に
より特に認められる権利であって、被担保債権の効力ないしは属性とみるべきも
のであることや、当該債権について当事者双方が依拠した準拠法において船舶先
取特権の成立が認められない場合にまで船舶先取特権を認めるのは、当該債権者
に必要以上の保護を与えることになり相当でないことを踏まえれば、船舶先取特
権の準拠法につき、被担保債権の準拠法を適用するのが相当である。一方、船舶
先取特権の準拠法につき、被担保債権の準拠法のみを適用すると、被担保債権の
準拠法に当事者自治が認められることから（通則法 7 条）、物権としての船舶先取
特権の準拠法につき当事者が自由に選択できることになってしまい、相当ではな
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い。上記を踏まえれば、船舶先取特権の準拠法については、物権準拠法と被担保
債権の準拠法を累積適用するのが相当で」ある。
2 ．争点（ 2 ）について
　「船舶先取特権の物権準拠法については、①船舶先取特権が、航海継続の必要
から生じた債権等につきその回収を確保するために法律に基づいて発生する担保
物権であり、船舶が現実に運航している場所において登記や登録とは無関係に成
立するものであること、②現実に債権が発生する国において船舶先取特権が認め
られていない場合、当該債権者は、取引関係に入るに当たり、船舶先取特権が成
立することを通常期待しないはずであって、必ずしも明確性及び予測可能性を欠
くものではない一方、当該債権者が通常期待しないにもかかわらず、船舶先取特
権による保護を与えるのは相当ではないこと、③物権の得喪に関して『原因とな
る事実が完成した当時におけるその目的物の所在地法による』旨を定める通則法
13条 2 項の明文との整合性を踏まえれば、原因事実完成時の所在地法説によるべ
きである」。「被告の主張する旗国法説については、明確性や予測可能性において
優れることは確かであるが、通則法13条 2 項の文言と整合しないこと（なお、同
条項が存在するにもかかわらず、これを離れてたやすく条理に基づき旗国法の適用を肯
定することも相当ではない。）、いわゆる便宜置籍船（（……）本件船舶もこれに当た
るものと認められる。）については旗国との関係が密接とはいい難いことなどから
すれば、採用し難い。」「原因事実完成時の所在地法説によれば、本件先取特権の
物権準拠法については、シンガポール共和国法が適用される。（……）シンガポ
ール共和国法においては、必需品のための船舶先取特権は成立しない」。
Ⅲ　評　釈
　結論および判旨の理論構成には反対。
1 ．はじめに
　わが国の国際私法の一般則である通則法は、その13条において、物権の準拠法
につき目的物所在地法主義を採用している。しかし、船舶は走行性動産であるた
め、同条を適用するとしても船舶の所在地が事案と密接に関係するとは限らず、
また、所在地が公海上となった場合に所在地法が存在しないなどの不都合が生じ
ることがある。このような問題点に鑑み、船舶先取特権の準拠法については、た
だ通則法13条の文言どおりにあてはめて準拠法を特定するのではなく、さまざま
な方法を示す裁判例や学説が登場してきた。本判決も、通則法13条 2 項の明文と
の整合性を理論構成にはっきりと組み込んだ裁判例としては、公刊されているも
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のとして初めてである
（１）
。本件でも争点の（ 1 ）と（ 2 ）で挙げられているよう
に、船舶先取特権の準拠法の議論においては、被担保債権の準拠法の累積適用を
行うか否かという点と、どのような連結点を採用するかという点にばかり関心が
集まっているきらいがある。しかし、さまざまな判断や見解を示す裁判例や学説
も、詳細に分析するならば、上記 2 点の連結政策以前の問題として法律関係の性
質決定の段階においても対立を示している。船舶先取特権の問題を物権の問題と
性質決定するかはさておき、船舶に関わる物権に通則法13条の適用があるか否か
は、わが国において実に100年以上前から議論のあるところである
（２）
。そして、船
舶先取特権の準拠法の問題は、船舶の特質から船舶に関わる物権の問題を他の動
産に関わる物権の問題と切り離して考えるかという問題にとどまらず、被担保債
権の準拠法を累積適用するか否かという形で議論されているように法定担保物権
を他の物権とは別異に取り扱うことを要するか否かという観点からも検討を要す
る問題である。上述のように、本判決は船舶先取特権成立の準拠法について、通
則法13条 2 項の明文との整合性という論理を公刊されている裁判例の中では初め
て明示したものであり、本稿でもこの点に着目して検討する。なお、船舶先取特
権の準拠法については、最高裁判例が存在しない中で、さまざまな学説や裁判例
が存在する。すなわち、多くの見解が存在し、法選択規則の内容が定まらないと
いうことは、当事者にとって準拠法の予測を困難にし、たとえば、各国実質法に
より船舶先取特権が生じる債権の種類も異なることから、船舶関係者を法的に不
安定な状態に置くものである。この法的不安定の解消を目指すという点で、この
問題を論じる意義は決して小さくはない。
2 ．法律関係の性質決定
（ 1 ）検討対象の位置づけ
　船舶先取特権の準拠法に関する裁判例・学説は多岐にわたっているが、それら
の主な対立点は以下の 3 つである。第一に、法律関係の性質決定をどのように行
うか
（３）
。つまり、通則法13条によるのか、条理により設定した単位法律関係による
のか、または、両者とは別の単位法律関係によるのかである。さらに、船舶先取
特権成立の準拠法が問題となる場合、通則法13条による立場においては、同条の
1 項によるのか 2 項によるのかも問題となる。第二に、準拠法への連結を分割す
るか否か。つまり、船舶先取特権の成立と効力（順位を含む）、成立ないし効力と
順位、または、成立と効力と順位とに分けて準拠法への連結を考えるか否かであ
る。これは、被担保債権の準拠法を累積適用するか否か、するのであればその範
囲はどこまでかという問題と概ね重なる。前者の観点からいえば法性決定の問題
であり、後者の観点からすれば連結政策の問題である。第三に、連結点をどのよ
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うに考えるか。つまり、連結点を旗国とするのか、または船舶の現実所在地とす
るのか、さらに後者の場合にはどの時点を基準とした現実所在地とするのかとい
った問題である。本判決も、争点（ 1 ）および（ 2 ）の判断の中で、この 3 つの
対立点に対する見解を示している。本稿は、この 3 点のうち、第一の対立点に着
目するものである。
　これら 3 つの対立点は、準拠法決定過程の順序どおりになっており、第一の対
立点においてどのような立場を採用するかによって、第二、第三の対立点におい
て採用しうる立場が限定される。したがって、第一の対立点は船舶先取特権の準
拠法を論じるにおいては問題の根幹にあたり、第一の対立点について言及しない
見解は、論理的に不十分といわざるをえない。
　裁判例については後述するが、以上を踏まえて検討の便宜上第二・第三の対立
点を中心に主な学説を分類すると、
①船舶先取特権の成立については被担保債権準拠法と旗国法を累積適用し、効力
については旗国法による説
（４）
②成立・効力ともに旗国法による説
（５）
③成立・効力ともに被担保債権準拠法と旗国法を累積適用する説
（６）
④成立については被担保債権準拠法と差押時の船舶の現実所在地法（結果的に法
廷地法と一致）を累積適用し、効力については差押時の現実所在地法による説
（７）
⑤成立・効力ともに差押時の現実所在地法による説
（８）
⑥成立・効力ともに被担保債権準拠法と差押時の現実所在地法を累積適用する説
（９）
⑦成立については被担保債権成立時の現実所在地法により、効力については差押
時の現実所在地法による説
（10）
⑧成立については被担保債権成立時の現実所在地法と被担保債権準拠法を累積適
用し、効力については被担保債権成立時の現実所在地法による説
（11）
⑨成立・効力ともに被担保債権準拠法による説
（12）
⑩船舶所有者が債務者である場合、成立・効力ともに被担保債権準拠法により、
船舶所有者が債務者ではない場合、成立・効力ともに被担保債権成立時の現実
所在地法による説
（13）
という10の説に分けることができる
（14）
。なお、差押時の船舶の現実所在地は法廷地
と一致することになるが、差押時の所在地法（lex rei sitae）と法廷地法（lex fori）
は論理的に異なるものであることには注意を要する。このように、現在の議論は
この第二・第三の対立点が中心となっているが、この議論の前提として法性決定
の問題である第一の対立点が位置するのである。
136　　早法90巻 4 号（2015）
（ 2 ）通則法13条と条理に関する議論
　 1 ）条理が用いられる論理
　準拠法を特定する第一の段階として、法律関係の性質決定を行う必要がある。
ここで、上述のように、船舶は、ある法域から他の法域へと移動し、また公海上
をも航行する走行性動産であるため、目的物所在地法主義を採用する通則法13条
の問題と性質決定し、同条に単純に当てはめようとするならば、たとえば、準拠
法を異にする複数の船舶先取特権が生じた場合におけるそれらの優先劣後の決定
や、船舶が公海上に位置する場合に所在地法が存在しないといった問題が生じう
る。そのような問題を回避するため、船舶先取特権の問題には通則法13条の適用
はないと考えるのが、条理を採用する立場の論理である
（15）
。実際、明治期の立法担
当者は、船舶に関する事項、すなわち船舶の所在地法といったことについては法
例ではなく特別法に委ねる意図であったようである
（16）
。
　これに対して、通則法13条の問題と性質決定する立場は、海事の問題につき特
別法が制定されなかった以上、一般法がそのまま適用されるとし、通則法が私法
上のあらゆる問題について準拠法を決定することを任務としている以上、通則法
に用意されている単位法律関係は私法上の問題をくまなく切り分けて規定してい
るとの前提で解釈適用をすべきとする
（17）
。加えて、条理上の単位法律関係に性質決
定する立場を採ると、航空機などの船舶と類似の事例においてもやはり同様に条
理によるルール化が必要になるという問題点を指摘する
（18）
。
　 2 ）通則法13条の解釈の必要性
　通則法13条を適用するにはいくつかのハードルがある。まず、 1 項と 2 項に共
通する問題として、当該権利が「動産又は不動産に関する物権及びその他の登記
すべき権利」に該当するか否かである。これは、通則法13条の射程を明らかにす
る文言であり、権利の客体と権利の範囲という 2 つの要素が含まれている。前者
の、権利の客体、すなわち「動産又は不動産」は一般的に有体物を指すと考えら
れている
（19）
。また、後者の、通則法13条が対象とする権利には所有権のほか用益物
権や担保物権も含まれると解されている
（20）
。したがって、条理を採用する立場から
すれば、船舶は上記客体に含まれないと考えるか、船舶に関わる物権は本条が対
象とする権利に含まれないと考えることになる。他方、条理を採用しない立場か
らすれば、船舶は本条の対象とする権利の客体に含まれるし、船舶先取特権も本
条のいう上記権利に含まれると考えることになる。
　次に、これも 1 項と 2 項に共通する課題として、「目的物の所在地」をどう解
釈するかである。船舶の現実の所在地から生じる不都合を回避する手立てとして
旗国を連結点とする方法があるが、目的物所在地を現実の所在地に限定するなら
ば、通則法13条ではこの方法は採用できない。したがって、目的物所在地を柔軟
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に解釈する必要がある。つまり、通則法13条によりつつ、旗国を連結点とすると
きには、「目的物の所在地」と旗国を結びつける解釈が必要となる。そこで、旗
国を連結点とする見解は、旗国を船舶の観念的な所在地と説明する
（21）
。しかし、こ
の説明に対しては、通則法13条にいう目的物所在地とは、現実の所在地を意味
し、仮定的、擬制的な所在地を意味するのではないといった批判がなされてい
る
（22）
。
　さらに、船舶先取特権の成立については、通則法13条の 1 項によるのか 2 項に
よるのかが問題になる。これは、 2 項の射程範囲の問題であり、すなわち、 2 項
にいう「権利の得喪」の解釈の問題である。一般的には、この「権利の得喪」と
は、権利の発生、消滅、変更を指すと考えられている
（23）
。しかし、この点につき争
いがないわけではない。法例の立法担当者が取得時効を念頭に置いていたことか
ら、 2 項の射程範囲は取得時効の問題に限定されるべきという見解も存在する
（24）
。
したがって、船舶先取特権の成立もここに含まれるとするならば 2 項によること
となるし、含まれないとするならば 1 項によることになる
（25）
。
　そして最後に、目的物所在地を判断する基準時の問題である。すなわち、 2 項
を採用するならば、 2 項は基準時の不変更主義を採用しており、基準時は「原因
となる事実が完成した当時」に限定される。そこで、この原因事実完成時をどう
解釈するかが問題となる。ここを被担保債権発生時と解するならば、差押時とす
る説は 2 項を根拠にできない。逆に、差押時と解釈するならば、被担保債権成立
時とする説は 2 項を根拠にできないということになる。これは抵触法上の解釈の
問題であるが、たとえばわが国の実質法上の議論として、商法847条 1 項の船舶
先取特権の発生日は、被担保債権の発生日ではなく、被担保債権の弁済期である
とする見解も存在する
（26）
。本判決も含め、原因事実完成時を被担保債権発生時とす
るのならば、その理由の説明も必要であろう。また、 1 項に関しては、 2 項のよ
うに明文での基準時の限定はなく、一般的には現在の目的物の所在地と考えられ
ているが
（27）
、 1 項を根拠にしつつ基準時を現在以外とするならば、その解釈の説明
が必要である。
　通則法13条を根拠に船舶先取特権の準拠法を導くには以上の点を明らかにしな
ければならないが、これらの点を詳細に述べる見解は見受けられない。
　 3 ）その他の法性決定の可能性
　「物権の問題という性質決定にはほぼ争いはない」と評価されるくらい
（28）
、多く
の論者が、通則法13条によるか条理によるかを問わず、船舶先取特権の問題を国
際私法上も物権の問題と捉えることを前提に立論している。しかし、船舶先取特
権を債権とする国もあり、国際私法上もこの権利をめぐる問題を債権の問題と性
質決定する見解もなりたちうるという指摘もあり
（29）
、実際に、「牴触法上の性質決
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定なのであり実質法上のそれに引きずられる必要はない」として、通則法 7 条の
債権の問題と性質決定する見解も少数ながら存在する
（30）
。また、わが国の学説では
否定的に扱われているが、船舶先取特権の問題を手続きの問題と性質決定するこ
とも検討対象として存在しえないわけではない
（31）
。
（ 3 ）第二の対立点との関係
　船舶先取特権の問題を分割して準拠法への連結を行うか否かは、被担保債権の
準拠法を考慮する程度と深く関わる。まず、被担保債権の準拠法を考慮する理由
は、船舶先取特権のような法定担保物権は一定の債権を担保するために認められ
た権利であり、被担保債権の 1 つの効力であるため、被担保債権の準拠法により
認められない場合にまでそのような担保物権の成立は認められないこと
（32）
、また、
被担保債権の準拠法が認める以上の権利を認めると、債務者に予期せぬ義務を負
わせ、かつ、債権者に必要以上の権利を与えることになり公平を欠くことと説明
される
（33）
。この点は、本判決においても言及されている。
　しかし、多くの説において、被担保債権の準拠法を考慮する程度の違いによ
り、船舶先取特権の成立と効力とで分割して準拠法への連結を行うか否かの違い
が生じる。まず、被担保債権の準拠法を船舶先取特権の成立のみならず効力につ
いても考慮して分割を行わない見解は、被担保債権準拠法上の船舶先取特権の効
力を国際私法上も尊重すべきであるとか
（34）
、累積適用を船舶先取特権の成立のみに
限る根拠が乏しく、また、効力についても累積適用をしなければ、被担保債権の
準拠法上認められている船舶先取特権の存続・効力の範囲が物権の準拠法に定め
るところにより拡大される可能性があり、これは当事者の予想に反する結果とな
って好ましくないと説明する
（35）
。他方、船舶先取特権の効力については被担保債権
の準拠法を考慮しない、すなわち、累積適用を船舶先取特権の成立の場面に限
り、船舶先取特権の効力の準拠法が問題となる場面においては累積適用を行わな
い説は、一旦成立が認められた船舶先取特権の内容・効力の問題は、成立の問題
とは異なり、物権そのものの内容・効力の問題であると説明する
（36）
。また、この説
においては論拠を示す見解が少ないことから、この説に対して、「効力について
は複数の法を適用することは無理であるとの前提があるようである」との指摘も
なされている
（37）
。
　一方、被担保債権の準拠法は考慮しない、すなわち船舶先取特権の成立および
効力の両場面ともに累積適用を行わない学説の論拠はどのようなものであろう
か。ある論者は、船舶先取特権の成立は被担保債権の効力であるという見方自体
に問題があると主張する。その理由として、法定担保物権は「法」が特に定める
担保物権であるが、その「法」が当然に被担保債権の準拠法であるとはいえない
こと、つまり、契約債権の準拠法には当事者自治が認められており、そのような
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法律に動産・不動産に対する法定担保物権の成否を係らしめることは疑問である
ことを挙げる
（38）
。また、他のある論者は、船舶所有者が被担保債権の当事者（債務
者）でない場合には、船舶所有者は被担保債権に関与しておらず、その準拠法も
関知していないのが通常であるから、被担保債権の準拠法を累積適用するのは妥
当でないと説明する
（39）
。なお、この論者は、船舶所有者が被担保債権の当事者（債
務者）であるときには通則法 7 条の債権の問題と性質決定し、その場合に船舶の
現実所在地法の累積適用を否定する。その理由として、債権者・債務者間の法律
関係には必ずしも船舶の現実所在地法が密接に関連するとは限らないためと説明
する
（40）
。
　ここで考えなければならないのは、第一の対立点で採用する立場の帰結とし
て、累積適用が可能かどうかである。第一の対立点において条理を採用する場
合、柔軟な連結政策が可能なため、累積適用を行うことに問題はない。しかし、
通則法13条 1 項であれ 2 項であれ、同条を採用する場合、たとえば養子縁組の抵
触規則である通則法31条 1 項とは異なり、条文上どこにも累積適用については書
かれていない。それにもかかわらず、いかなる理屈で累積適用が可能なのかであ
る。上述の累積適用を行う理由は、通則法13条を採用した上で累積適用が可能と
なる論理の説明にはならない。通則法13条を採用する立場からこの点を説明する
ものは見受けられない。通則法13条の解釈として累積適用を行うことは、「目的
物の所在地」に擬制的所在地を含むという解釈以上に無理がある解釈といわねば
ならない。通則法13条を採用して累積適用を主張する場合、この点における説明
が必要である。また、このような自由な解釈が認められるならば、条理によるこ
とと如何ほどの違いがあるのかも述べられるべきであろう。
（ 4 ）第三の対立点との関係
　先の分類における①②③説のように連結点を旗国とする説の論拠については、
第一に、船舶は船籍を有し、その船籍の存在は船舶国籍証書や船舶の掲揚する国
旗により容易に認識しうること、すなわち旗国法によるならば担保権の発生につ
いて予測確定できること
（41）
。第二に、現実所在地法を適用すると、船舶先取特権を
生ずる場所を異にするごとに異なった準拠法の適用を受けることとなるが、旗国
法を準拠法とすることによって、船舶先取特権の問題を単一の法により統一的に
解決することが可能となり、法律関係の安定を実現できること
（42）
。そして、第三
に、諸国の法制上、「船舶が掲揚している国旗はその船舶とその国旗の所属国と
の法的紐帯を示していると考えられる」ことと説明される
（43）
。
　これに対して、⑨説を除く④説以下の説のように連結点を船舶の現実所在地と
する見解は、その論拠として、先取特権は法定担保物権であって、目的物を売却
してその弁済に充てることのできる権利であり、しかも公示されないため、その
140　　早法90巻 4 号（2015）
物権関係を目的物の所在地法以外の法によらしめるとすれば、その物の所在地に
おける物権関係の秩序とは異なるものを持ち込むことになること。また、物権関
係を物の所在地法によらしめたのは、その物についての第三者の利害、すなわち
社会一般の利害を考慮したためであるから、先取特権の成否およびその効力につ
いては、目的物の所在地法以外の法によらしめることは適当と思われないことを
挙げる
（44）
。他に、船舶抵当権のように旗国において登記され公示される物権につい
ては旗国法は重大な意味を持つが、船舶先取特権のような公示を要しない権利に
ついては旗国法はそれほどの意味を持たないのではないか、加えて、便宜置籍船
の増加により旗国法と船舶との結びつきが希薄になっているのではないかといっ
た旗国法を採用することへの批判も理由に挙げる
（45）
。そして、船舶の現実所在地の
基準時を差押時とすることについて、たとえば④説に分類される説の論者は、船
舶先取特権の場合にその成否が問題となるのは、特定債権との結びつきであり、
かつ、その債権に基づき船舶が差し押さえられて競売される場合においてである
から、この場合に考慮されるべきは、被担保債権の準拠法と現に船舶が物理的に
所在して差し押さえられている地の法である。すなわち、船舶先取特権は、差押
時の現実所在地法（法廷地法）によって許容される範囲でその存在を認められる
と構成することにより、法定担保物権の承認の問題が法廷地の公序の問題と深く
関わりあうことと調和する結果を導くことになると説明する
（46）
。また、船舶先取特
権の効力につき、同じく差押時を基準時とする⑦説の論者は、船舶先取特権成立
後の船舶の新所在地として差押時の現実所在地を説明する
（47）
。他方、基準時を被担
保債権成立時とする論拠について、たとえば⑧説の論者は、船舶先取特権が、船
舶の現実所在地においてなされた給付につき、既存の物権関係や登記（登録）と
は無関係に成立するものであるため、また、第三者保護は問題とされず、その存
続期間も一般的に短いためと説明する
（48）
。また、船舶先取特権の成立について被担
保債権発生時を基準時とする⑦説の論者は、通則法13条 2 項の射程の範囲内に含
まれるとして、その基準時を説明する
（49）
。
　このように、多くの学説が連結点として旗国または船舶の現実所在地を採用す
る中、⑨説は両者を連結点とすることを否定する。この説のある論者は、法定担
保物権の成否につき目的物所在地法が考慮されるのは、法定担保物権も物権の 1
つとして強度の土着性を持ち、目的物所在地の経済、取引、公信用等と極めて密
接な関係にあるために目的物所在地法によらなければ目的を達しえないからであ
るが、短時間内に 1 つの法域から他の法域へ移動する性質を有する船舶と、偶然
によって定まる船舶の現実所在地との間には何ら密接な関係は存在しないのであ
って、目的物所在地法を考慮する合理的理由がない。すなわち、「法の理由のな
くなるときは、法自体もなくなる（Cessanterationelegis,cessatipsalex）」のであ
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るから、船舶先取特権につき目的物所在地法を考慮する必要はないと説明する。
さらに、船舶先取特権と旗国法との間には旗国法の適用を正当とするほどの密接
な結びつきは認められず、船舶先取特権は公示や登録も要しないから、旗国法を
採用しなくても不都合はないとして、旗国法を採用することへの批判もその根拠
とする
（50）
。また、別の論者は、累積適用する説に対して、船舶先取特権は債権者保
護のための制度であり、累積適用では船舶先取特権の認められる範囲が狭くなる
ため債権者の救済が認められる範囲が縮小して先取特権制度の趣旨に反すると批
判し、また、連結点として旗国を採用する説に対して、船舶先取特権は、登記・
登録を要しないから、旗国よりも債権発生地国により深い牽連性を有すると批判
する。それに加え、外国船舶の碇泊期間は通常極めて短く、発航の準備を終わっ
た船舶は差押えができないため、裁判所には即断が迫られること、また、わが国
の裁判所には外国法に関する資料が少なく、申立人の疎明資料により判断するし
かないが、旗国法たる外国法の立証が困難なため、債権者が船舶先取特権の実行
を諦めることが多いという実務上の事情への考慮を根拠とする
（51）
。
　最後に、⑩説は、まず、船舶先取特権の問題を当事者関係（成立ないし効力）
と対第三者関係（順位）とに分割し、前者については、最密接関連国法の適用と
いう観点から法性決定を行う。具体的には、船舶所有者が被担保債権の債務者で
ある場合には債権の問題と性質決定し、船舶所有者が被担保債権の債務者でない
場合には物権の問題と性質決定する。その上で、船舶所有者が債務者である場合
には連結点は原則として当事者の意思となるが、船舶所有者が債務者でない場合
には、船舶先取特権の問題以外に直接の関係に立たない債権者と船舶所有者にと
っての中立的な連結点とは、両者の唯一の接点といえる、サービス供給等がなさ
れた際の船舶の現実所在地だと説明する
（52）
。
　ここで、第一の対立点との整合性を考えると、①②③説のように旗国を連結点
として採用する場合、条理で可能なのはむろん、通則法13条において擬制的所在
地を含むという解釈を採るならば同条からの説明も可能である。すなわち、通則
法13条の目的物所在地は現実の所在地に限られるとするならば、同条を根拠に旗
国法は採りえない。また、通則法13条の目的物所在地に擬制的所在地を含むとし
ても、船舶先取特権の成立につき同条 2 項によるならば、原因事実完成時の旗国
法ということになるが、船舶先取特権の成立は同項の射程外とするならば、 1 項
を基に現在もしくは何らかの基準時の旗国法を主張することになろう。次に、④
⑤⑥説のように船舶先取特権の成立につき差押時の現実所在地を連結点とする場
合、まず条理による構成は可能であるが、原因事実完成時を差押時と解さない限
り、通則法13条 2 項は採りえず、同条 1 項によることになる。⑦説に分類された
学説は、船舶先取特権の成立については通則法13条 2 項により、効力については
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同条 1 項によると条文に則して主張されたものであるが
（53）
、同様の結論は条理から
も導くことは可能である。しかし、通則法13条によりつつも同条 2 項に船舶先取
特権の成立の問題は含まれないと考える立場を採用するならば、同様の結論を得
るためにどのように同条 1 項を解釈するのかということと、 2 項の射程外である
こととをきちんと説明しなければならない。⑧説は、船舶先取特権の成立につ
き、条理、通則法13条 1 項、および同 2 項からの説明が可能であるが、通則法13
条を採用する立場ならば船舶先取特権の効力につき被担保債権成立時を基準時と
する説明が必要である。⑨説は、条理、通則法13条、および同 7 条から説明が可
能である。ただし、通則法13条の問題だとする立場を採るならば、上述のように
目的物所在地法を適用しない理由、すなわち被担保債権の準拠法へ付随的連結を
行う説明が必要である。最後に、⑩説は、前半は条理または通則法 7 条により、
後半は条理、通則法13条 1 項、または同 2 項により説明が可能である。
3 ．裁判例の動向
（ 1 ）裁判例の動向
　船舶先取特権の準拠法について判断を示した裁判例は今までにもいくつか存在
する。上述の学説の分類を用いるならば、①説に分類できるのが秋田地決昭和46
年 1 月23日下民集22巻 1 ・ 2 号52頁、高松高決昭和60年 4 月30日判タ561号150
頁、そして広島高決昭和62年 3 月 9 日判時1233号83頁、②説に分類できるのが山
口地柳井支判昭和42年 6 月26日下民集18巻 5 ・ 6 号711頁、および広島地呉支判
昭和45年 4 月27日下民集21巻 3 ・ 4 号607頁、①説または③説と思われるのが東
京地判昭和51年 1 月29日下民集27巻 1 ─ 4 号23頁、⑤説と同様の結論になるのが
東京地決平成 3 年 8 月19日判タ764号286頁、および東京地決平成 4 年12月15日判
タ811号229頁、そして、船舶先取特権の存否を旗国法により判断するのみのため
分類し難いが、部分的には②説へと分類が可能な神戸地決昭和34年 9 月 2 日下民
集10巻 9 号1849頁がある。
　①説に分類できる 3 つの裁判例はいずれも、船舶先取特権の成立につき、法定
担保物権である船舶先取特権が被担保債権の効力であることを理由に被担保債権
の準拠法を累積適用する。しかし、これら 3 つの裁判例は同じ見解というわけで
はなく、秋田地決は法例10条に基づくとも条理に基づくとも明示していないが
（54）
、
高松高決および広島高決は法例10条（通則法13条）に基づいている。ただし、高
松高決および広島高決においては、法例10条 1 項に基づくのか同 2 項に基づくの
かは述べられておらず、また、法例10条の解釈として旗国法を導き出す論理の過
程についても述べられていない。次に、②説に分類できる 2 つの裁判例につい
て、まず、山口地柳井支判は、船舶の特質から法例10条の適用はなく、法の欠缺
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を認めて条理によるとした上で、連結点につき、所在地法説、法廷地法説、旗国
法説の 3 つを比較し、明確性の観点から旗国法説を採用するとしている。これに
対し、広島地呉支判は何らの理由も述べることなく、ただ法例10条に基づいて旗
国法を適用する旨を述べている。加えて、法例10条 1 項によるのかそれとも同 2
項によるのかとの点についても言及がなされていない。昭和51年の東京地判は、
船舶先取特権の「成立」と「存続」について旗国法と被担保債権の準拠法を適用
する旨を述べ、「効力」ついては触れていないので、①説か③説かの断定は難し
い
（55）
。また、法例10条によるのか条理によるのかも述べられていないので、その点
における判断も不明である。そして、神戸地決は、船舶先取特権の存否につきた
だ旗国法により判断すべきとするのみで、理由は何ら述べられていない。
　平成 3 年東京地決および平成 4 年東京地決は、船舶先取特権の成立・効力とも
に法廷地法を準拠法としており、法廷地と差押時の現実所在地が同一であること
から⑤説と同様の結論に至るものである。しかし、上述のように、差押時の所在
地法と法廷地法は論理的に異なり、異なる経路により導かれる。上記 2 つの東京
地決も目的物の所在地という考え方は用いていない。まず、平成 3 年東京地決は
法例10条によるのかまたは条理によるのかが不明であるが、平成 4 年東京地決
は、明文の定めがないと述べているので、条理によるものと思われる。また、平
成 3 年東京地決は、その理由を「本件船舶先取特権の実行事件である本件は、日
本の裁判所に提起されており、いわゆる法廷地法は、日本法である」と述べるに
とどまるが、平成 4 年東京地決は、次のようなことを理由として述べている。第
一に、船舶先取特権の準拠法については、法廷地法とする国が最も多く、世界の
海運をリードする英米両国では法廷地法によるものとされていること。第二に、
わが国の船舶先取特権に関する法規は国際条約を実施するために定められたもの
であり、準拠法が法廷地法であるとしても、それは世界の標準規定であることに
変わりはなく、利害関係人、船舶所有者および船舶抵当権者の予測を超えないこ
と。第三に、旗国法によると船籍が 2 か国にまたがる場合など、いずれの国の法
律を適用するか困難な問題を引き起こすこと。そして第四に、旗国法の調査に時
間がかかると、迅速な処理を要する船舶先取特権の実行に困難な事態を生じさ
せ、権利の実現を阻害することである。しかし、この平成 4 年東京地決の論拠の
説明に対しては、第一に、船舶先取特権の成立につき米国が法廷地法を採るとい
う事実はなく、法廷地法が世界の大勢かも疑問がある。第二に、日本の船舶先取
特権の諸規定は条約を国内法化したものではない。第三に、仮にそうだとして
も、各国において規定の解釈に差異が生じる以上、準拠法の判断は回避できな
い。そして第四に、準拠法となる外国法の慎重な調査のために時間を要するのは
やむをえないという批判がなされている
（56）
。
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　他に、自動車の所有権に関する事案であるが、船舶と同じ走行性動産に関わる
物権の準拠法について判断した最高裁判例として、最判平成14年10月29日民集56
巻 8 号1964頁がある。この最高裁判例の射程が船舶にも及ぶかは争いがあり
（57）
、本
判決もこの最高裁判例には言及していない。しかし、走行性動産についても法例
10条 2 項を適用し、同条の目的物所在地は原則として目的物の物理的所在地であ
るとした上で、その例外もあることを示した点で、参考になりうるものである。
（ 2 ）本判決の位置づけと検討を要する点
　 1 ）本判決の位置づけ
　上記を踏まえて本判決を分析すると、本判決は、船舶先取特権の成立の準拠法
に関しては⑧説と同様であるが、効力の準拠法については判断を示しておらず、
あくまでも通則法13条の明文に則した判断を行うという態度ならば、効力につい
ては差押時の所在地法を準拠法とする可能性があり、前記の①から⑩の説のいず
れにも分類できないものである可能性がある。これは、本判決がこれまでの公刊
された裁判例や学説とは異なる判断を示したことを表している。具体的には、連
結点として旗国および法廷地を採用していない点で、今までの裁判例とは異な
る。次に、通則法13条 2 項によることを明らかにした点も、今までの裁判例とは
異なるところである。今までの公刊された裁判例は法例10条によると判示したも
のであっても、その 1 項によるのか 2 項によるのかは明らかにされていなかっ
た。この点は学説においても同様であり、 1 項と 2 項を明確にして論じる学説は
非常に少ない
（58）
。この点を明確に述べた本判決は、今まであまり議論がなされてこ
なかったこの部分を議論の俎上にのせる契機になりうるとの評価は可能だろう。
また、本判決は言及していないものの、走行性動産に関わる物権の成立について
通則法13条 2 項の適用を認める点で前記平成14年の最高裁判例にも沿うものとい
える。しかし、他方で本判決は通則法13条 2 項の文言との不整合から旗国法を排
しており、この点からは同条の目的物所在地とは現実の所在地に限るという態度
を採っているものと思われ、例外を認める前記最高裁判例とは異なることに注意
が必要である。
　 2 ）検討を要する点
　以上の評価のほか、本判決も問題がないわけではない。上で論じてきたよう
に、①船舶の現実所在地を連結点とすることは、複数の準拠法を異にする担保権
が生じうることや、船舶所在地法が存在しない場合はどうするのかという課題が
残る。加えて、未収運賃が目的物となる場合にも対応できない。また、②通則法
13条 2 項の事項的範囲についても学説上争いがないわけではない中、そこを判断
せずに当然のごとく同項の問題としたことにも疑問が残る。そして、③原因事実
完成時をやはり当然のごとく燃料油供給時点と判断していることにも、説明不足
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を感じざるをえない。つまり、実質法上、原因事実はいつ完成したのか、船舶先
取特権はいつ発生するのかという点が問題となるが、国際私法上も原因事実完成
時とはいつなのかという判断基準を示すべきである。そうでなければ、給油を受
けたシンガポールではなく、A が Y に対して燃料油の注文をした平成23年12月
16日時点での P 号の所在地が原因事実完成時の所在地にもなりうるからである。
さらに、④通則法13条 2 項の明文との整合性にこだわりつつ、明文にはない累積
適用を、その必要性は述べているものの、同条項からどのような論理で導くのか
も説明がなされていない。
4 ．おわりに
　本判決も、従来の公刊されている裁判例とは異なる判断枠組みを示したもの
の、従来の議論の枠から出るものではない。通則法13条の採用する目的物所在地
法主義にも限界があり、かつ、通則法は、その基となった法例の立法担当者が船
舶に関する事項については特別法に譲る意図であったことから、法例から通則法
への改正時にも特に規定が設けられていないことも合わせて、船舶に関する事項
に対応するようにつくられているとはいい難い。したがって、通則法の枠組みの
中で、もしくは通則法を意識した議論では、事案の最密接関係地の法を導き出す
ことは難しいと思われる。
　多くの見解が存在し、いずれも他の説に対して優位性を示すことができない
中、それでは新たな視点として何に着目すべきだろうか。それは、現状では議論
の中心になっていない第一の対立点へと目を向けることではないか。つまり、第
一の対立点において、抵触法上も船舶先取特権は物権の問題であると捉えた上で
の、通則法13条の問題と性質決定するか条理によるかという従来の議論から歩を
進め、船舶先取特権は物権ありきではない議論をすべきである。すなわち、上述
のように船舶先取特権を債権とする国もあるのならば、物権にこだわることは自
国法の偏重であり、国際私法の原則である内外法の平等に反する。それよりも、
船舶先取特権の共通の目的・機能に着目した法性決定も検討されるべきである。
船舶先取特権の目的は債権回収であり、その主要な機能は優先弁済的効力であ
る。その観点からすれば、船舶先取特権を所有権等と同じ物権と括るのではな
く、たとえば担保権というカテゴリーで括ることも可能なはずである。そうする
ことによって、目的物所在地という縛りからも解放され、未収運賃が目的物とな
っていることにも対応できるはずである。これは、被担保債権の準拠法を考慮す
る際に出てくる「債権の効力」という理由に沿うものでもある。そうすると、債
権を中心にして、法定担保物権が何を保護しようとするものなのかという問題が
出てくる。国際私法の議論では、法定担保物権は債権者を保護するものだという
146　　早法90巻 4 号（2015）
見方もあるが
（59）
、わが国の実質法上では、先取特権は債権者ではなく債権を保護す
るものであるから随伴性があるというのが通説とされる
（60）
。国際私法上と実質法上
の議論が一致する必要はないが、国際私法上、私見のような立場を採るならば、
債権の保護か債権者の保護かははっきりとさせなければならない。なぜなら、両
者で最密接関係地法は異なりうるからである。具体的には、債権の保護が目的な
らば、被担保債権の準拠法が最密接関係法となるが、債権者保護が目的の場合、
債権発生法地や債権者の所在地法が最密接関係地法になりうるからである。
　今後は船舶先取特権の目的や機能にも着目した議論がなされるべきであるが、
通則法13条 2 項への性質決定という、従来の議論の枠組みから出るものではない
ものの、法性決定の問題へと関心を向けさせるものとして、本判決は意義がある
ものである。しかし、船舶先取特権が生じる債権を縮減しようという世界的な流
れはあるとしても、本件に関係する法、すなわち旗国法たるパナマ法、差押時の
所在地法たる日本法、そして被担保債権の準拠法たる米国法では、その実質法
上、燃料油供給債権を被担保債権とする船舶先取特権が認められている。本件に
関係する法として、唯一その実質法上、燃料油供給債権に船舶先取特権を認めて
いないのがシンガポール法である。燃料油販売の仲介業者である Y が給油地で
あるシンガポールにどの程度関係を有しているかまでは明らかではないが、本判
決の結論は、米国法を準拠法とする記載を入れた販売一般条件を基に取引を行う
債権者 Y の期待を裏切るものであろう。また、本稿では省略しているが、本判
決は、米国法上、船舶先取特権が認められるためには米国との関連性が要求さ
れ、本件ではその要件を満たさないため、米国法上においても船舶先取特権は成
立しないとの判断も示している。いずれにしても、船舶先取特権の成立を認めな
いという結論が、上記のような販売一般条件を使用する債権者の保護を欠くので
はないかという疑問が残るところである。
（ 1 ）　公刊されていない裁判例であるが通則法13条 2 項によるものとして、松井孝之＝黒澤謙一
郎「法の適用に関する通則法施行後の船舶先取特権の準拠法をめぐる最近の議論および裁判例
について―近時の定期傭船者倒産事例の紹介」NBL899号（2009年）36頁に福岡高決平成20年
9 月 9 日の紹介がある。
（ 2 ）　通則法へ改正以前の法例10条に関して、たとえば山口弘一『日本國際私法論』（三書樓、
1910年）322頁は、船舶上の物権につき、法例10条の適用を否定する。なお、通則法13条と法
例10条とでは内容に変更はない。
（ 3 ）　法性決定の仕方には議論があるが、法廷地実質法説や準拠法説ではなく、わが国の通説で
ある国際私法独自説を採ることを前提に議論を進める。
（ 4 ）　山戸嘉一『海事國際私法論』（有斐閣、1943年）421─422頁および439─440頁、折茂豊『国際
私法（各論）〔新版〕』（有斐閣、1972年）92頁および109─110頁、山田鐐一『国際私法第 3 版』
（有斐閣、2004年）296頁および311頁、木棚照一「担保物権」木棚照一編『演習ノート国際関係
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法［私法系］』（法学書院、2010年）99頁、川又良也「判批」海事判例百選［増補版］（1973年）
255頁、濱四津尚文「判批」ジュリ513号（1972年）112─113頁、畑口紘「判批」ジュリ538号
（1973年）111頁。
（ 5 ）　道垣内正人「海事国際私法」落合誠一＝江頭憲治郎編集代表『海法大系』（商事法務、
2003年）683頁。また、西賢「判批」昭和48年度重要判例解説（ジュリ565号）（1974年）212頁
は、法定担保物権一般について成立および効力ともに目的物所在地法を単一の準拠法とすべき
と主張し、同「判批」ジュリ219号（1961年）73頁において、船舶に関する物権については旗
国法主義が妥当と述べているので、西教授は②説を採るものと考えられる。なお、西・ジュリ
219号73頁では、船舶先取特権の成立が認められるためには被担保債権の準拠法によってもそ
の成立が認められる必要がある旨が述べられているので、この時点では、西教授は②説を採っ
ていなかったものと思われる。
（ 6 ）　溜池良夫『国際私法講義［第 3 版］』（有斐閣、2005年）338─339頁および343頁、平塚眞
「判批」ジュリ420号（1969年）125─127頁、山崎良子「判批」ジュリ466号（1970年）105─106
頁。
　　なお、平塚眞・ジュリ年鑑1970年版（ジュリ454号）（1970年）214頁より、平塚弁護士は後
に⑨説へと改説しているようである。同様に、山崎良子「判批」ジュリ560号（1974年）137─
138頁より、山崎氏も後に⑨説へと改説しているようである。
（ 7 ）　谷川久「判批」渉外判例百選［第 2 版］（1986年）65頁、阿部士郎＝峰隆男「船舶先取特
権をめぐる問題点」米倉明ほか編『金融担保法講座Ⅳ巻質権・留置権・先取特権・保証』（筑
摩書房、1986年）241─247頁、忠鉢孝史「船舶先取特権」山崎恒＝山田俊雄編『新・裁判実務大
系第12巻民事執行法』（青林書院、2001年）371頁および376頁。
（ 8 ）　中田明「判批」ジュリ1062号（1995年）121頁。
（ 9 ）　楢崎みどり「判批」国際私法判例百選［第 2 版］（2012年）61頁。なお、左記61頁によれ
ば、船舶先取特権の成立については被担保債権準拠法と被担保債権成立時の現実所在地法を累
積適用し、船舶先取特権の効力については被担保債権準拠法と差押時の現実所在地法を累積適
用するとも受け取ることができることに留意を要する。
（10）　石黒一憲『金融取引と国際訴訟』（有斐閣、1983年）343頁、同『国際私法第 2 版』（新世
社、2007年）390頁。
　　なお、⑦説に限らず、見解により「被担保債権成立時」、「船舶先取特権成立時」と表現が異
なるが、どの見解も国際私法上、被担保債権成立時と船舶先取特権成立時を同様に解している
と思われるため、本稿では便宜上、「被担保債権成立時」に表記を統一した。
（11）　西谷祐子「物権準拠法をめぐる課題と展望」民商136巻 2 号（2007年）241頁。
（12）　平塚・前掲注（ 6 ）ジュリ年鑑214頁、山崎・前掲注（ 6 ）ジュリ560号137─138頁。
（13）　森田博志「アメリカ牴触法におけるマリタイム・リーエンの準拠法の現状とわが国の国際
私法における船舶先取特権の準拠法についての解釈論」海事法研究会誌123号（1994年）13─14
頁。
（14）　これは、主な学説を最大公約数的に分類したものである。厳密にいえば、各説の中には、
船舶先取特権の順位についても分割を行ったり、成立や効力の問題と別異に扱うものもある
が、議論の便宜上、その点は捨象する。
（15）　木棚・前掲注（ 4 ）98─99頁。
（16）　『民法商法修正案理由書博文館蔵版』（博文館、1898年）所収の「法例修正案理由書」 4
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頁。
（17）　道垣内・前掲注（ 5 ）673頁。
（18）　道垣内・前掲注（ 5 ）673頁。
（19）　櫻田嘉章＝道垣内正人編『注釈国際私法　第 1 巻』（有斐閣、2011年）369頁〔第13条、竹下
啓介執筆〕。
（20）　木棚照一＝松岡博編『基本法コンメンタール国際私法』（日本評論社、1994年）61頁〔第
10条、高桑昭執筆〕。
（21）　道垣内・前掲注（ 5 ）674頁。
（22）　木棚・前掲注（ 4 ）98頁。
（23）　山田・前掲注（ 4 ）301頁、櫻田嘉章『国際私法〔第 6 版〕』（有斐閣、2012年）199頁。し
かし、小出邦夫『逐条解説法の適用に関する通則法〔増補版〕』（商事法務、2014年）164頁お
よび171頁は、通則法13条 2 項に物権の「変更」は含まれないとする。
（24）　森田博志「物権準拠法の法定と適用範囲に関する問題提起」国際私法年報 8 号（2007年）
91─99頁。
（25）　ほかに、通則法13条 2 項の射程範囲に関して、伊藤洋平＝田之脇崇洋「燃料油供給契約に
おける USChoiceofLawClause と船舶先取特権」海事法研究会誌222号（2014年）41─42頁
は、船舶の所在地が公海上における場合など通則法13条 2 項の適用が困難なときは同条 1 項に
よることも考えられるとする。
（26）　阿部＝峰・前掲注（ 7 ）233頁。
（27）　神前禎ほか『国際私法第 3 版』（有斐閣、2012年）207頁。
（28）　楢崎みどり「判批」国際私法判例百選［新法対応補正版］（2007年）57頁。
（29）　木棚・前掲注（ 4 ）99頁。
（30）　森田・前掲注（13）13頁。
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